
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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中小企業向けの 『所得拡大促進税制』

要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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【新登場】コロナ関連の助成金等

事業再構築補助金
新分野展開や業態転換等の事業再構築に取り組
む場合に、最大1億円を補助

概要 申請期限助成金等の名称

中小事業者に
対する一時支援金

緊急事態宣言の影響で売上が減少した中堅・中小事業者
上限は、法人 60 万円、個人事業者等 30 万円

5月31日まで

4月15日より開始予定
（令和3年度に複数回
 実施予定）

産業雇用安定助成金
在籍出向による雇用の維持、人材活用を支援
出向元・先双方に出向中の費用の9/10（大企業は3/4）＋
初期費用1人あたり15万円 を助成

出向開始の前日までに計
画届を提出

問い合せ先

問い合せ先

問い合せ先

一時支援金事務局相談窓口（申請者専用） 0120-211-240 

コールセンター 〈ナビダイヤル〉0570-012-088〈IP電話用〉03-4216-4080

コールセンター 0120-60-3999

贈与税ؙ暦年課税の廃止を検討か

【暦年課税制度の問題点】
  暦年課税制度による贈与税は、相続税と比較して税率が高く、基礎控除額も低いため、高齢
 世代から若年世代への資産移転の際の税負担が大きくなってしまう。

 高齢化等に伴い、若年世代への資産移転が進んでいないという課題を解消するため、税制面での問
題点を改善するとして、贈与税の暦年課税制度を見直すことが検討されることになります。

【方針】
  諸外国に倣い、一定期間の贈与や相続を累積し、贈与税と相続税を一体的に捉えて課税する仕
 組みへの変更を検討するとのこと。
  現行の日本の税制では相続時精算課税制度がこれに近いことから、暦年課税制度が廃止され
 相続時精算課税制度への一本化も検討されている。

【相続時精算課税】
  ・ 贈与で取得した財産のうち2,500万円までは課税されない（この2,500万円は相続の時まで
   の通算）。
  ・ 2,500万円を超えた部分については、相続の時まで一旦20％の税率で課税される。
  ・ 相続時精算課税制度が適用された財産は、相続の時、相続人等の相続財産に加算し相続税
   を計算する。その上で、既に課税された贈与税額は相続税額から控除されるため、最終的に
   相続税額分のみを負担することになる。


